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女性衆議院議員の政治補充
――その類型化に向けて――

朴 　 仁 京

はじめに

2005年9月に施行された第44回衆議院議員総選挙

においては、43人の女性が当選し衆議院議員に占め

る女性の割合は9％となった。43人という女性衆議院

議員数は、大選挙区制限連記制下で行われた初の男女

普通選挙での女性当選者数39人を上回り、史上最多

である。

政治は政治家に選ばれた者によって営まれており、

とりわけ議員内閣制では内閣の首長もその中から補充

されるため、だれが政治家になるのかを含めて政治補

充（political recruitment）は重要な研究課題である。

研究ノート投稿

しかし、日本においては衆議院議員に占める女性の割

合が低かったため、例えば議員研究においても女性議

員の分析は二次的であった［河野 1995］。

女性衆議院議員はどのような個人的・社会的背景を

有し、それはどのように変化してきたのだろうか。ま

た国政レベルの政治補充において重要な役割を果たす

政党はどのような特質を持つ女性を政治に受け入れる

のだろうか。こうしたことを分析することは、日本に

おける女性の政治参画の現状を把握し、未来を予測す

るための基盤となるだろう。

本稿は、女性衆議院議員の政治補充を類型化する実

証的研究のための予備的考察を行うことを目的とした

試論である。以下においては、まず女性衆議院議員・

要　旨

日本において、女性の政治進出は近年ようやく増加し始めたが、どのような女性が衆議院議員にな

るのか、その政治補充の類型化はあまり試みられていない。

本稿は女性衆議院議員の政治補充を類型化する実証的研究のための予備的考察を行うことを目的と

した試論である。まず、第1節で衆院選における女性候補者数・当選者数を歴史的に概観する中で、

女性の政治進出が近年ようやく増加し始めたことを確認した。第2節では、女性国会議員の政治補充

に関する先行研究を概観した。その際、女性国会議員の個人的・社会的背景を取り上げた研究を、衆

議院を中心として概観し、日本に関する研究ではないが、女性国会議員の政治補充の類型化をより明

確に打ち出した研究も検討した。第3節では、先行研究の批判的検討を通じて、今後の実証的研究へ

の手がかりとなる点を、全体的な研究の方向性と女性衆議院議員・候補者の個人的・社会的背景に関

する項目とに分けて検討した。研究の方向性に関しては、実人数の女性議員を対象とした歴史的分析

と数回の選挙を取り上げ、政党別に公認候補者を分析する方向を提示した。具体的な検討項目に関し

ては、先行研究において女性国会議員の個人的・社会的背景として挙げられている職業、政治的経験、

家族関係ないし属性について検討した。

実証的データの分析に基づいた女性衆議院議員の政治補充の類型化研究は、日本における女性の政

治参画の現状を把握し、未来を予測するための基盤となるだろう。
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候補者の現状を概観する。その後、女性国会議員の政

治補充を類型化した先行研究の批判的検討を通じて、

実証的研究への手がかりを探る。

１．女性衆議院議員・候補者の現状

まず先行研究の検討に入る前に、衆院選における女

性候補者・当選者数を歴史的に概観する中で、その現

状を見てみる。表1は、第22～44回衆院選における

女性候補者・当選者数の推移を表しており、図1はそ

れをグラフ化したものである。表2は、女性候補者・

当選者数を選挙制度別に表したものである。

まず、初の男女普通選挙であった1946年衆院選に

おいては、79人の女性が立候補し39人が当選した。

この選挙は日本の選挙史上、唯一大選挙区制限連記制

で行われたが、この選挙制度が女性候補者に有利に働

いた［上條 1990］。

この結果に鼓舞され1947年衆院選には前回を上回

る85人もの女性が出馬したが、中選挙区制への変更

を背景に、（小選挙区比例代表並立制が導入される以

前において）最低の当選率となる。その後、女性候補

者は減り続け1967年衆院選においては15人と最低の

数値となるが、それ以降増加傾向にある。女性候補者

はいわゆるマドンナブーム１）以降の1990・93年衆院

選における増加を経て、とりわけ小選挙区比例代表並

立制導入後の一連の衆院選において大幅に増加してい

る。新制度導入後の初の選挙である1996年衆院選に

おいては候補者数の大幅な増加に伴い、当選率が最低

（15.03％）となるが、その後増加傾向にある。

女性衆議院議員数は1946年衆院選において39人で

あったが、中選挙区制下の衆院選においては15人を

超えることはなかった。小選挙区比例代表並立制導

入後は増加傾向にあるが、とりわけ2005年衆院選に

おいては、それまでの最高記録であった39人を上回

る43人の女性が当選した。このような傾向を反映し、

議席率も1946年衆院選において8.37%であったもの

が、中選挙区制下の衆院選においては3%台を超える

表1　衆院選における女性候補者数・当選者（議員）数

選挙回 施行年 女性候補者数 女性当選者（議員）数 当選率（％） 議席率（％）
第22回 1946 79 39    49.37     8.37
第23回 1947 85 15    17.65     3.22
第24回 1949 44 12    27.27     2.58
第25回 1952 26 9    34.62     1.93
第26回 1953 22 9    40.91     1.93
第27回 1955 23 8    34.78     1.71
第28回 1958 19 11    57.89     2.36
第29回 1960 21 7    33.33     1.50
第30回 1963 18 7    38.89     1.50
第31回 1967 15 7    46.67     1.44
第32回 1969 21 8    38.10     1.65
第33回 1972 20 7    35.00     1.43
第34回 1976 25 6    24.00     1.17
第35回 1979 23 11    47.83     2.15
第36回 1980 28 9    32.14     1.76
第37回 1983 28 8    28.57     1.57
第38回 1986 35 7    20.00     1.37
第39回 1990 66 12    18.18     2.34
第40回 1993 70 14    20.00     2.74
第41回 1996 153 23    15.03     4.60
第42回 2000 202 35    17.33     7.29
第43回 2003 149 34    22.82     7.08
第44回 2005 147 43    29.25     8.96

注：当選率は候補者に占める当選者の割合を、議席率は衆議院議員に占める女性の割合を表す。
出所：女性候補者数・当選者数は、第22～38回までは上條［1990］、

第39～40回は、『朝日新聞』90/02/03、93/07/19
第41～42回は、衆議院事務局［2000］
第43～44回は、総務省自治行政局選挙部［2003、2005］による。
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ことはなかった。しかし新制度導入後は増加傾向にあ

り、特に2005年衆院選においてはそれまでの最高記

録を上回り9%弱となっている。

表2で明らかなように新制度導入後の4回の衆院選

での女性候補者数（651名）は中選挙区制下の18回の

衆院選でのそれ（589名）を上回る。当選者数も延べ

135人に達しており、中選挙区制下の衆院選でのそれ

（167名）に迫る数字である。第22～44回衆院選にお

いて、女性で衆議院議員となった者は実数で149名で

あるが、新制度導入後の衆院選で新しく議員になった

女性は58人に上り、中選挙区制下の衆院選において

新しく選出された女性議員52人を上回る。衆議院議

員に占める女性の割合は依然として低いとはいえ２）増

加傾向にあり、女性の政治進出は「ようやく始まった」

［吉野・今村 2001］と言える。

２．女性国会議員の政治補充に関する先行研究

日本において女性の政治参加に関する研究自体は始

まったばかりであり、どのような女性が国会議員にな

るのか、その政治補充の類型化もあまり試みられてい

ない。したがって国政選挙における女性候補者・当選

者（議員）に関する研究は、地方議会を含む女性の政

治参画を概観する中で部分的に行われる場合が多い。

ここではそうした研究も含めて、女性国会議員の個人

的・社会的背景を取り上げた研究を衆議院を中心とし

て概観する３）。その後、日本に関する研究ではないが、

女性国会議員の政治補充の類型化をより明確に打ち出

した研究を検討する。

（1）日本における女性国会議員・候補者に関する先行

研究

まず参議院議員通常選挙に関して、相内［1994］が

1989・92年参院選に出馬した女性候補者への質問票

図 1　衆院選における女性候補者数・当選者（議員）数の推移
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表2　衆院選の選挙制度別女性候補者数・当選者（議員）数

選挙回（施行年） 選挙制度
女性候補者数

（延べ）
女性当選者数

（延べ）
女性議員数
（実数）

第22回（1946） 大選挙区制制限連記制 79 39 39（39）
第23～40回

（1947～1993）
中選挙区制 589 167 91（52）

第41～44回
（1996～2005）

小選挙区比例代表並立制 651 135 149（58）

注：女性議員数（実数）は、累積実数を表し、カッコ内は当該選挙制度の下で新しく議員になった人数を表す。
出所：選挙制度に関しては山田（2004）、女性候補者数・当選者数（延べ）に関しては表1に同じ。

女性議員数（実数）に関しては衆議院・参議院編（1990）、
日本政経新聞社『国会便覧』82・89・96・104・112・117版。
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調査に基づいて、その立候補過程を分析している。彼

は候補者の資格を大きく、政治的経験（公選職経験）

と公選職以外の経験を政治的経験に読み替える場合と

に大別し、後者の例として政党内活動、任命職経験、

所属団体内での活動、職業経験などを挙げている。ま

た、候補者の資格を構成するというより人口統計学的

要素として、学歴、年齢、家族関係を挙げている。家

族関係については配偶者の有無、出馬時点における

18歳以下の子の数を聞いており、男性より女性に重

くのしかかる家族的責任が女性の政治進出を阻害する

一因であるとした。

衆院選における女性候補者・当選者（議員）に関す

る先行研究は、特定回選挙に関する研究と時系列的な

数量分析とに大別できる。特定回選挙に関する研究と

しては、相内ら［Aiuchi・Aiuchi 1999、吉野・今村

2001］を挙げられる。

前者は国会・地方議会への女性の政治補充について

概観しているが、国会の場合1996年衆院選で当選し

た女性衆議院議員を例として、政党別に女性の政治補

充の慣行を見ている。自民党は衆議院に女性を補充す

ることに積極的ではなく、参議院については俳優、ス

ポーツ選手など党外の有名人、いわゆるタレント候補

を擁立する傾向にある。衆議院議員候補に関しては政

治家の家柄が重視されるが、参議院議員候補同様、地

方議会における政治経験は重視されない。それに対し

て共産党は女性の政治補充に積極的であり、政党活動

家や地方議員が主な人材供給源となっていることなど

を明らかにした。

吉野・今村［2001］は、近年ようやく増加し始め

た女性の政治進出の現状を概観している。その中で、

1999年統一地方選挙と2000年衆院選における女性候

補者・当選者のプロフィールを、職業、団体加入・政

党所属、公選職の経験などについて分析している。そ

の結果、女性衆議院議員の主な出身職業が無職、会社

役員・自営業、教員、キャスター・記者・編集者であ

ること、女性衆議院議員候補者の5割弱が団体に所属

し、それらは新日本婦人の会・日本民主青年同盟、女

性・市民団体、労働組合、福祉・介護団体であること

などを明らかにした。

時系列的な数量分析としては河野［1995］を挙げら

れる４）。彼女は女性の政治的過少代表の原因を探るた

めに、女性議員の輩出パターンを分析している。具体

的には、1947～93年衆院選で選出された女性議員実

数65名の輩出ルートを教育歴、職業歴、結婚歴に分

けて分析し、以下のような知見を明らかにした。

戦前に教育を受けた女性には衆議院議員であった夫

の没後、その後継として代議士になるパターンが多

かった。こうした「婚姻を媒介したルート」という女

性特有の輩出パターンは、出生年の遅い女性議員には

見られなくなり、このことは女性議員という地位が「属

性的地位から獲得的な地位へと変化」したことを意味

する。彼女らは教育歴・出身大学において男性議員に

近づきつつある。しかし、女性議員の出身職は男性議

員と異なり、議員の年代にかかわらず「個人的資格や

表現力を生かせる」「女性であることが不利に作用し

ない」職業である教職と文化的職業が中心となってい

る。そして河野は、女性議員の少ない理由を職業歴に

おける男女差に求めている［河野 1995：131-132］。

以上衆議院を中心として女性国会議員・候補者に関

する先行研究を概観した。全体的にまず指摘できる点

は、上述のように女性の政治参加に関する研究が緒に

就いたばかりであることを反映し、女性国会議員の政

治補充の類型化に焦点を合わせた研究が少ないことで

ある。また先行研究が扱う時期が既に古くなっており、

新制度導入後の衆院選の分析が少なく、あっても特定

回の選挙を対象としているため断片的である。

特定回の選挙を対象とした研究［Aiuchi・Aiuchi 

1999、吉野・今村 2001］は、分析対象が限定的であ

るため、そこで明らかになった女性衆議院議員の補充

パターンを一般化するには無理があるように思われ

る。

時系列的な数量分析として挙げた河野［1995］の研

究は、女性衆議院議員の政治補充の類型化に焦点を合

わせた点において、また中選挙区制の下で輩出された

全女性衆議院議員を対象とした輩出ルートの分析とし

て意義がある。しかし、本人もいうように議員の輩出

ルートの歴史的分析に焦点を合わせているため、所属

政党、所属団体などとの関係が見えてこない。

（2）女性国会議員の政治補充の類型化に焦点を合わせ

た研究

ここでは女性国会議員の政治補充の類型化に焦点を

合わせた研究として、アメリカ及び韓国における代表

的な研究を挙げる。

まずアメリカの女性議員の補充過程の類型化研究

としては Gertzog［1995：ch. 2-3］が代表的である。
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具体的には、1916～1993年の女性下院議員（実人数

142名）の個人的・社会的背景に関するデータから、

政治補充パターンの変化を分析している。彼女は、候

補者が持つ資源のうち、議員に選出される上で最も重

要な要素は、富、家族関係、専門的教育、政治的経験

であるとしている。

そしてアメリカの女性下院議員の補充パターンにつ

いて、「下院議員であった夫の没後、その後継者とし

て議員になる場合（widow’s succession）」「政治家の

家柄と裕福な家庭」「弁護士」「公選職経験」の4類型

を提示した。この4類型に基づいた分析を通じて、過

去においては女性が議員になる上で、富や家族関係の

ような属性的特徴が重要な要因であったが、徐々に職

業や政治における達成が重要になってきたことを明ら

かにした。そしてこうした女性議員の補充パターンの

変化は、補充過程の民主化の結果であるとしている。

また、候補者の資源としての家族関係（下院議員

の未亡人の継承、政治家の家柄と裕福な家庭）以外

に、女性の立候補可能性に影響を与える要素として結

婚歴と学齢期の子の有無についても検討し、女性が以

前より政治に進出しやすくなったことを述べている

［Gertzog 1995:49-51］。

一方、オ・ミヨン他［2005］は韓国の女性国会議員

の補充過程を類型化している。その際、国政レベルに

おける政治補充においては政党が重要な役割を果たす

ことから、政党の女性候補者の公認を規定する変数を

分析している。そして一般的に韓国において政党の候

補者公認を規定する要因と指摘されている地域的配慮

や財政的貢献は、女性候補者の場合それほど重要な要

因ではないとし、政党の利害関係に基づく女性の象徴

性と専門性が重要であるとした。具体的には政党の女

性活用の変数として、職業的専門性、政治的経験、女

性団体及び市民団体の代表性、政治家の家柄の4つを

挙げている。そして、韓国の1996・2000・2004年

国会議員選挙における各政党の女性公認候補のプロ

フィールをデータとして用い、政党がどのような女性

を政治に受け入れたかを見ることによって、韓国にお

ける女性の政治参画の現状を分析している。

３．女性衆議院議員の政治補充を類型化する実

証的研究への示唆

以下においては、これまで概観してきた先行研究が、

女性衆議院議員の政治補充に関するパターンを抽出す

る実証的研究にどのような示唆を与えるのかを、全体

的な研究の方向性と具体的に検討すべき項目に分けて

検討する。

（1）全体的な研究の方向性

全体的な研究の方向性については、以下の二つに分

けて検討したい。

一つは河野［1995］、Gertzog［1995］のように、

実人数の女性議員を対象とした歴史的分析である。こ

うした分析の特徴は、政党・団体変数を捨象し、女性

議員の補充パターンの変化を長期にわたって見ること

にある。

具体的には1946～2005年衆院選において選出され

た女性衆議院議員実数149人が対象となる。分析対象

をこのように設定すると、初の男女普通選挙以降の全

衆院選を分析することによって、衆議院への女性の補

充パターンにどのような変化が見られるかを通時的に

考察できる。

もう一つは、オ・ミヨン他［2005］のように数回の

選挙を取り上げ、政党別に公認候補者を分析する方向

である。政治補充に関してとりわけ国政レベルにおい

ては政党が重要な役割を果たす。特に新制度の下では、

小選挙区制度への転換と比例区の創設によって政党の

役割が増大した。また新制度導入後の衆院選において

は、女性候補者・当選者数共に急増したにもかかわら

ず、近年の衆院選の分析が少ない。今後は新制度導入

後の衆院選に限定し、政党の役割に注目した研究が必

要である。

こうした方向を取る場合、具体的には新制度導入後

の衆院選において出馬した女性候補者（651名）が対

象となる。分析対象をこのように設定すると、複数回

の選挙を分析することによってある程度政党の女性候

補者補充のパターンを分析できるし、時系列的な数量

分析には欠けがちな政党や団体の文脈を把握すること

ができる。
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（2）検討項目

実証的研究の際の具体的な検討項目に関しては、先

行研究において女性国会議員の個人的・社会的背景と

して挙げられている職業、政治的経験、家族関係につ

いて検討する。

第一に、女性候補者・当選者の出身職業について、

日本における先行研究は新聞や名簿に記載されている

職業の分類をそのまま使い、羅列する傾向にある。例

えば吉野・今村［2001］は11分類、河野［1995］は

13分類を用いているが、後者はその中に「教員」「文

化的職業」といった他の分類と共に「地方議員」を含ん

でいる。しかし、地方議員を含む公選職の経験は衆議

院議員への社会的背景として他の職業とは異なる重

みを持つはずであり、政治的経験として別に検討し

た方が適切である。その他の職業については Gertzog

［1995］のように弁護士のみに焦点を合わせること

は日本の文脈において適切ではなく、オ・ミヨン他

［2005］のように専門性に着目し、より集約的に扱っ

た方が適当である。

第二に、政治的経験を相内［1994］、Gertzog［1995］

より広く捉え、公選職経験のみならず、政党内活動、

任命職経験を含むものと捉えた方が適切である。ここ

でいう公選職経験とは地方議会議員をはじめとして参

議院議員を含み、任命職経験は、大臣・政務次官・各

種審議会への参加などである。

第三に、女性議員の家族関係に関しては、二つの見

方が可能である。一つは資源としての家族関係であ

り、「婚姻を媒介したルート」［河野 1995、Gertzog 

1995］、「政治家の家柄」［Aiuchi・Aiuchi 1999、

Gertzog 1995、オ・ミヨン他 2005］といった場合で

ある。もう一つは女性の立候補可能性に影響を与える

要素としての家族関係であり、この場合は結婚歴や就

学年齢の子の有無が問題となる［相内1994、Gertzog 

1995］。女性が政治に進出する際、家庭責任からどれ

ほど自由になっているかという側面もそれ自体重要で

あるが、女性議員の政治補充の類型化を試みる場合、

資源に着目した方が適切である。

また資源としての家族関係に着目する場合、「婚姻

を媒介したルート」は日本のみならず欧米でも見られ

るが［Gertzog 1995］、その比重は減少してきた［河

野1995、Gertzog 1995］。河野［1995］もいうように、

今後は「婚姻を媒介したルート」以外に政治家の家柄

へも着目し、世襲議員であるかどうかについても分析

する必要がある。

おわりに

日本において、女性の政治進出は近年ようやく増加

し始めたが、どのような女性が衆議院議員になるのか、

その政治補充の類型化はあまり試みられていない。

本稿は女性衆議院議員の政治補充を類型化する実証

的研究のための予備的考察を行うことを目的に、女性

衆議院議員・候補者の現状を概観し、女性国会議員の

政治補充を類型化した先行研究の批判的検討を通じ

て、実証的研究への手がかりを探った。

今後は本稿で触れた論点に留意しつつ、女性衆議院

議員・候補者の個人的・社会的背景に関する実証的

データの分析を通じて、女性の政治補充に関するパ

ターンを抽出したい。言い換えると、女性衆議院議員・

候補者の個人的・社会的背景に関するデータから補充

パターンを推論し、女性衆議院議員の政治補充を類型

化することを試みる。

実証的データの分析に基づいた女性衆議院議員の政

治補充の類型化研究は、日本における女性の政治参画

の現状を把握し、未来を予測するための基盤となるだ

ろう。

〈注〉

１）マドンナブームに関しては岩本［2000］を参照。

２）女性の政治的過少代表の原因については、政治補充過程

のどのような要素に注目するかによって多様な説明が

可能である。先行研究において政治補充過程は、競争者、

選定者、有権者、機会構造の4要素からなるものと概念

化されている。競争者（contenders）は選挙へ出馬し議員

になろうとする人々であり、彼らの動機や資源が重要な

要因となる。選定者（selectorates) は、競争者の中から

候補者を選び出す機能を果たす。政党をはじめとして、

党内の派閥、マスメディアなどを挙げられる。とりわけ、

政党が最も重要な役割を果たしており、政党が候補者を

選定する際の公式的・非公式的な規則、選好が重要な要

因となる。有権者（electorate）は候補者の中から議員を

選び出す。機会構造（opportunity structures）は、選挙制度、

政党システムなど、競争者、選定者、有権者全てに影響

を与える制度的要素である［Norris 1993, Patzelt 1999］。

例えば御巫［2000］は、女性の政治的過少代表の要因と
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して、女性自身の政治参加に対する意識の低さや重い家

庭責任、選挙制度や政党内の候補者選定の規則のような

制度的側面、有権者の差別意識を挙げている。

３）本稿が焦点を当てるのは国政レベルとりわけ衆議院であ

るが、国政レベル以外の女性の政治参加に関する先行

研究としては以下のものが挙げられる。まず綿貫［1991］

は、投票参加をはじめとして公選職者としての政治参加

以下のレベルの政治参加を分析している。岩本は日本に

おける女性の政治的代表及びそれに関する言説を概観

している［岩本 1997、2003］。地方議会への女性の進出

を取り上げた研究としては、大山［2004］岩本［2001］大

海［2003a、2003b］が挙げられる。その内、岩本［2001］

大海［2003a］は、女性団体の役割に焦点を当てているが、

地方議会レベルにおいては国政選挙に比べると無所属

での出馬が容易であり、女性団体が力を発揮しやすいか

らであると思われる。

国政レベルの中でもとりわけ衆議院に焦点を合わせ

る理由は、衆議院が参議院に優越することから、国政レ

ベルにおける女性の政治参加を見る上でより適切であ

ると判断したからである。

４）1947～1986年衆院選における女性候補者（延べ453名）

の数量分析として上條［1990］があるが、その社会的背

景は取り上げていない。具体的には全般的分析として

立候補状況、当選人数と当選率、得票数と年齢を、個

別的分析として党派別分析、選挙区別分析を行ってい

る。しかし彼自身「総選挙における女性候補者の数量分

析は、労多くして成果が少ないというのが、率直な感想

である」［上條 1990：88］と述べている。女性の政治参

加に関する研究自体が少ない現状においては、まず女性

衆議院議員・候補者の個人的・社会的背景に踏み込んで、

どのような女性が衆議院議員になるのか、その政治補充

を類型化する研究が必要であると思われる。
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